
子ども・子育て支援新制度の本格施行に向けた取組について

国の子ども・子育て会議における審議等を経て、平成２５年８月６日付けで内閣府が通知した

「子ども・子育て支援法に基づく基本指針の概ねの案」の内容を踏まえ、子ども・子育て支援新制

度の本格施行（平成２７年４月予定）に向けて、区は以下のとおり取り組んでいきます。

１ （仮称）杉並区子ども・子育て支援事業計画の策定

子ども・子育て支援法第６１条（以下、「法」といいます。）の規定に基づき、平成２６年度末まで

に策定する「（仮称）杉並区子ども・子育て支援事業計画」（以下、「支援事業計画」といいます。）

について、より実態に応じた計画とするため、次の対応を図ります。

（１）杉並区子ども・子育て会議の設置

支援事業計画の策定並びに策定後の計画の推進に資するため、法第７７条の規定を踏まえ、

既存の「杉並区子ども・子育て専門委員会」を発展的に改組し、区長の附属機関として、新た

に「杉並区子ども・子育て会議」を条例で設置し、子ども・子育て支援策全般に係る意見を聴取

します。

（２）ニーズ調査の実施

就学前の教育・保育や小学校就学後の学童クラブに係る利用状況及び利用希望を把握し、

より適切な教育・保育等の需要の見込みを推計するための一助として、就学前児童又は小学

生児童のいる保護者に対して、ニーズ調査を実施します。

２ 新たな事務処理基準の策定

法に基づき区が新たに実施することとなる事務について、平成２６年秋までを目途に、事務処

理基準となる条例を新たに策定します。なお、基準内容については、今後国が示す基準等を踏

まえ、別途検討を進めていきます。

○地域型保育事業に関する認可基準

○保育施設等の運営に関する基準

○保育の必要性の認定等に関する基準

○学童クラブの運営等に関する基準

３ 主なスケジュール（予定）

平成２５年 １１月下旬 第 1回子ども・子育て会議開催

１２月 ニーズ調査の実施
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